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コ ー ド 番 号 790 5 本社所在都道府県 大 阪 府

（ＵＲＬ http://www.daiken.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 井 邉 　 博 行
問合せ先責任者 役 職 名 専 務 取 締 役

氏 名 藤 井 　 克 巳 Ｔ Ｅ Ｌ (     )06 6452－6345
中間決算取締役会開催日 平 成 17年 11月  8日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
中間配当支払開始予定日 平 成 17年 12月 15日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期       72,918   △13.0         627   179.9       1,621    65.2
16年 9月中間期       83,848    △3.6         224   △64.2         981    △4.4

17年 3月期      161,866－          883－        2,399－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期          954   △62.1           7.29
16年 9月中間期        2,520 1,111.5          19.26

17年 3月期        1,684－          12.87

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期    130,808,438株 16年 9月中間期    130,816,341株
17年 3月期    130,814,664株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期           3.75－ 特別配当 － 円－銭
16年 9月中間期           3.75－

17年 3月期 －           7.50

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期      127,625       51,087     40.0        390.56
16年 9月中間期      139,435       50,088     35.9        382.89

17年 3月期      127,379       49,313     38.7        376.98

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期    130,805,483株 16年 9月中間期    130,816,536株
17年 3月期    130,810,466株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期         69,736株 16年 9月中間期         58,683株
17年 3月期         64,753株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      147,800       2,950       1,600          3.75          7.50

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          12円23銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
　 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
　 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ き ま し て は 、 連 結 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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    10101010    中間財務諸表等中間財務諸表等中間財務諸表等中間財務諸表等    
  ①中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  １１，９８７ ５，７１９  ７，１０６ 

 ２ 受取手形  ５，６９４ ４，２２１  ５，４１６ 

 ３ 売掛金  ２７，７３４ ２５，９０７  ２４，２３１ 

 ４ 棚卸資産  ２１，２３０ １７，２５９  １７，７６５ 

 ５ 短期貸付金  ５，１８４ ７，３３９  ５，５３２ 

 ６ 繰延税金資産  ６５５ ５２４  ６３７ 

 ７ 繰延ヘッジ損失  － ３０  ６８ 

 ８ その他  １，３０５ ２，５５１  ３，７９５ 

   貸倒引当金  △２０５ △２４４  △１８８ 

    流動資産合計   ７３，５８４ 52.8 ６３，３０６ 49.6  ６４，３６２ 50.5

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1)建物  ６，４８３ ５，１８２  ５，３４１ 

  (2)機械及び装置  ６，７８９ ４，２２９  ３，９７３ 

  (3)土地  １１，８９５ １０，８７６  １０，８７８ 

  (4)建設仮勘定  ２６２ ２２６  １１９ 

  (5)その他  １，５１２ １，１３０  １，１５０ 

計  ２６，９４１ ２１，６４３  ２１，４６１ 

 ２ 無形固定資産     

  (1)ソフトウェア  ４８４ ４２３  ４５４ 

  (2)その他  ７９ ７７  ７９ 

計  ５６３ ５００  ５３３ 

 ３ 投資その他の資産    

  (1)投資有価証券  １４，９１３ ２０，３０８  １８，１８８ 

  (2)長期貸付金  １５，８５１ １３，２９３  １３，８５１ 

  (3)前払年金費用  ３，１３３ ４，５３５  ４，１１８ 

  (4)繰延税金資産  ２，５０８ １，８９９  ２，９２２ 

  (5)その他  ４，１４６ ４，１２９  ４，１６７ 

   貸倒引当金  △２，２２１ △１，９８８  △２，２２３ 

計  ３８，３３０ ４２，１７６  ４１，０２３ 

    固定資産合計   ６５，８３４ 47.2 ６４，３１９ 50.4  ６３，０１７ 49.5

Ⅲ 繰延資産     

 １ 社債発行費  １７ －  － 

    繰延資産合計   １７ 0.0 － -  － -

    資産合計   １３９，４３５ 100.0 １２７，６２５ 100.0  １２７，３７９ 100.0
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（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形  ９，６８１ ３，３７８  ４，４０４ 

 ２ 買掛金  １９，６３４ ２６，３８２  ２４，０５５ 

 ３ 短期借入金  １５，２３５ １２，１４３  １２，０６５ 

 ４ 未払金  ２２，６２３ １６，５８８  １７，５６８ 

 ５ 未払法人税等  ６２６ ３４４  ８０５ 

 ６ 賞与引当金  １，４８７ １，０８４  １，２０５ 

 ７ 繰延ヘッジ利益  １１９ －  － 

 ８ その他  ２，４３７ ２，６６３  ２，１９５ 

    流動負債合計   ７１，８４２ 51.5 ６２，５８２ 49.1  ６２，２９７ 48.9

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  ５，０００ ５，０００  ５，０００ 

 ２ 長期借入金  ９，３３４ ５，５５２  ７，４４４ 

 ３ 退職給付引当金  ２，５５９ ２，７９４  ２，７１１ 

 ４ その他  ６１２ ６１０  ６１４ 

    固定負債合計   １７，５０５ 12.6 １３，９５６ 10.9  １５，７６９ 12.4

    負債合計   ８９，３４７ 64.1 ７６，５３８ 60.0  ７８，０６６ 61.3

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 9.4 １３，１５０ 10.3  １３，１５０ 10.3

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  １１，８５１ １１，８５１  １１，８５１ 

    資本剰余金合計  １１，８５１ 8.5 １１，８５１ 9.3  １１，８５１ 9.3

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  ２，７０９ ２，７０９  ２，７０９ 

 ２ 任意積立金  １６，７５２ １６，６９５  １６，７５２ 

 ３ 中間（当期）未処分利益 ４，７２８ ３，９２２  ３，４０１ 

    利益剰余金合計  ２４，１８９ 17.3 ２３，３２６ 18.2  ２２，８６２ 17.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ９１５ 0.7 ２，７８３ 2.2  １，４７０ 1.2

Ⅴ 自己株式   △１７ △0.0 △２３ △0.0  △２０ △0.0

    資本合計   ５０，０８８ 35.9 ５１，０８７ 40.0  ４９，３１３ 38.7

    負債資本合計   １３９，４３５ 100.0 １２７，６２５ 100.0  １２７，３７９ 100.0
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  ②中間損益計算書 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

期  別 

 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   ８３，８４８ 100.0 ７２，９１８ 100.0  １６１，８６６ 100.0

Ⅱ 売上原価   ６６，３３１ 79.1 ５６，２２１ 77.1  １２７，２７９ 78.6

   売上総利益   １７，５１７ 20.9 １６，６９７ 22.9  ３４，５８７ 21.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １７，２９３ 20.6 １６，０７０ 22.0  ３３，７０４ 20.8

   営業利益   ２２４ 0.3 ６２７ 0.9  ８８３ 0.6

Ⅳ 営業外収益   １，７６４ 2.1 １，７５３ 2.4  ３，３７７ 2.1

Ⅴ 営業外費用   １，００７ 1.2 ７５９ 1.1  １，８６１ 1.2

   経常利益   ９８１ 1.2 １，６２１ 2.2  ２，３９９ 1.5

Ⅵ 特別利益   ５，６４２ 6.7 ４２４ 0.6  ７，２１１ 4.4

Ⅶ 特別損失   ２，３７８ 2.8 ４４１ 0.6  ６，８５７ 4.2

 税引前中間（当期）純利益  ４，２４５ 5.1 １，６０４ 2.2  ２，７５３ 1.7

 法人税、住民税及び事業税 ５５９ ４１３  ６７９ 

 法人税等調整額  １，１６６ １，７２５ 2.1 ２３７ ６５０ 0.9 ３９０ １，０６９ 0.7

 中間（当期）純利益   ２，５２０ 3.0 ９５４ 1.3  １，６８４ 1.0

 前期繰越利益   ２，２０８ ２，９６８   ２，２０８

 中間配当額   － －   ４９１

 中間（当期）未処分利益  ４，７２８ ３，９２２   ３，４０１
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 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式 
１．資産の評価基
準及び評価方
法  …移動平均法による原価法  …同左  …同左 

  その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券 

   時価のあるもの   時価のあるもの   時価のあるもの 

   …同左 

  

  

 

  …中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）  

  …決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

   時価のないもの   時価のないもの   時価のないもの 

   …移動平均法による原価法   …同左   …同左 

 (2)デリバティブ (2)デリバティブ (3)デリバティブ 

  …時価法  …同左  …同左 

 (3)棚卸資産 (3)棚卸資産 (3)棚卸資産 

  …同左  …同左 

   

   

 

 …移動平均法による原価基準によ

っている。なお、未成工事支出金

については、個別法による原価基

準を採用している。   

    

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 ２．固定資産の減
価償却の方法 

 

 

 

 

 

 定率法（ただし、平成 10 年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

 定率法（ただし、平成 10 年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

 定率法（ただし、平成 10 年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 
  建物及び構築物 ３～60 年  建物及び構築物 ３～60 年  建物及び構築物 ３～60 年 

  機械装置及び運搬具 ４～15 年  機械装置及び運搬具 ４～15 年  機械装置及び運搬具 ４～15 年 

 （追加情報）  （追加情報） 

  

  

  

  

 

 平成15年10月１日の連結子会社へ

の営業譲渡に伴い、前事業年度の下期

より貸与設備に係る減価償却費を、従

来の製造経費から営業外費用の減価

償却費として処理している。  

 平成15年10月１日の連結子会社へ

の営業譲渡に伴い、貸与設備に係る減

価償却費を、従来の製造経費から営業

外費用の減価償却費として処理して

いる。 

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  同左 

  

  

 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。  

   

  

 営業権は支出時に全額償却し、営業

権以外の無形固定資産は定額法を採

用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。  
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

  定額法を採用している。  同左  同左 

 (4)少額減価償却資産 (4)少額減価償却資産 (4)少額減価償却資産 

  同左  同左 

   

   

 

 取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、法人税法の規定に

基づき、３年間で均等償却を行ってい

る。   

    

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 ３．引当金の計上
基準  同左  同左 

   

   

   

   

 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してい

る。   

 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  同左  同左 

   

 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき

計上している。   

 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると

認められる額を計上している。（なお、

企業年金制度については、年金資産額

が退職給付債務を超えるため、前払年

金費用を計上している。）  

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき当事業

年度末において発生していると認め

られる額を計上している。（なお、企

業年金制度については、年金資産が退

職給付債務を超えるため、前払年金費

用を計上している。） 

  

  

  

 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法により費用

処理している。  

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法により費用

処理している。 

  

  

  

  

  

 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10 年）に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ている。  

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10 年）に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ている。 

    

 同左 

 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理している。  

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。 

４．外貨建の資産
又は負債の本
邦通貨への換
算基準 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 同左  同左 ５．リース取引の
処理方法   

   

   

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。   

    

(1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の
方法  同左  同左 

   

   

   

   

 

 繰延ヘッジ処理を採用している。な

お、為替予約及び通貨オプションにつ

いては振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用している。   

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左  同左 

   

   

   

 

 為替予約及び通貨オプションを手

段とし、外貨建債権債務及び外貨建予

定取引を対象としている。金利スワッ

プを手段とし、借入金を対象としてい

る。   

 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  同左  同左 

   

 

 当社の内部規定である「リスク管理

方針」に基づき、為替変動リスクをヘ

ッジしている。   

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左  同左 

   

   

   

   

   

   

 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動を半期ごとに比較し、両者の

変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価している。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、

有効性の評価を省略している。   

    

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 同左  同左  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。   

７．その他中間財
務諸表作成のた
めの基本となる
重要な事項 
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 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年３月 31

日に終了する事業年度に係る財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当中間

会計期間から同会計基準及び同適用指針を

適用している。これにより税引前中間純利益

は 1,491 百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金

額から直接控除している。 
 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年３月 31

日に終了する事業年度に係る財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準及び同適用指針を適用

している。これにより税引前当期純利益は

1,491 百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除している。 
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 追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日

に公布され、平成 16 年４月１日以後に開始

する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が 68 百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が、同額減少している。 
 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日

に公布され、平成 16 年４月１日以後に開始

する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が 126 百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が、同額減少している。 

   

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 従来、売却・除却した固定資産については、

期首帳簿価額を売却・除却原価としていた

が、下期に予定している窯業系外装材の生産

設備の譲渡により金額的重要性が生じるこ

とから当中間会計期間より原則的な方法で

ある月割償却に変更した。 

 この変更による当中間会計期間に与える

影響は軽微である。 
 

  

 従来、売却・除却した固定資産については、

期首帳簿価額を売却・除却原価としていた

が、平成 16 年 10 月１日の窯業系外装材の生

産設備の譲渡により金額的重要性が生じる

ことから、当事業年度より原則的な方法であ

る月割償却に変更した。 

 この変更により経常利益が 425 百万円減

少したが、特別損失が同額減少しているた

め、税引前当期純利益に影響はない。 
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 注記事項 
 （中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

39,708 百万円である。 

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

30,187 百万円である。 

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

29,836 百万円である。 

   

２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

 担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

 担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

 

建物 621 百万円 

構築物 19  

土地 24  

計 664   

建物 586 百万円 

構築物 18  

土地 24  

計 628  
 

建物及び構築物 622 百万円 

土地 24  

計 646  

 上記に対応する債務  上記に対応する債務  上記に対応する債務 

 

長期借入金 126 百万円 

一年以内に返済予定  
の長期借入金 

44 
 

計 170   

長期借入金 82 百万円 

一年以内に返済予定  
の長期借入金 

44 
 

計 126   

長期借入金 104 百万円 

一年以内に返済予定  
の長期借入金 

44 
 

計 148  

   

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対し、次のとおり保

証を行っている。 

 下記会社の銀行借入に対し、次のとおり保

証を行っている。 

 下記会社の銀行借入に対し、次のとおり保

証を行っている。 

 

DAIKEN SARAWAK 
SDN.BHD. 

562 百万円 

大建工業（寧波）  
有限公司 

444 
 

（US$ 4,000,000 ） 
ダイケンホーム㈱  
の住宅購入者（住宅  
ローンつなぎ融資） 

94 

 
当社の土地購入者 13  

計 1,113  

 

DAIKEN SARAWAK 
SDN.BHD. 

618 百万円 

（US$ 5,460,460 ） 
大建工業（寧波）  
有限公司 

532 
 

（US$ 4,700,000 ） 
DAIKEN MIRI  
SDN.BHD. 

209 
 

（M$ 7,000,000 ） 
ダイケンホーム㈱  
の住宅購入者（住宅  
ローンつなぎ融資） 

128 

 
当社の土地購入者 13  

計 1,500  

 

DAIKEN SARAWAK 
SDN.BHD. 

586 百万円 

（US$ 5,460,460 ） 
大建工業（寧波）  
有限公司 

429 
 

（US$ 4,000,000 ） 
ダイケンホーム㈱  
の住宅購入（住宅  
ローンつなぎ融資） 

109 

 
当社の土地購入者 13  

計 1,137  

   

 上記以外に下記の保証を行っている。  上記以外に下記の保証を行っている。  上記以外に下記の保証を行っている。 

（債権流動化に対する買戻し義務） （債権流動化に対する買戻し義務） （債権流動化に対する買戻し義務） 

 

ダイケンエンジニア 
リング㈱他７社 

590 百万円 
 

ダイケンエンジニア 
リング㈱他５社 

1,151 百万円 
 

ダイケンエンジニア 
リング㈱他７社 

839 百万円 
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前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

４ 偶発債務 ４ 偶発債務 ４ 偶発債務 

 

債権流動化に対する買戻し義務 

 2,383 百万円  

債権流動化に対する買戻し義務 

 1,894 百万円  

債権流動化に対する買戻し義務 

 2,021 百万円 

 子会社の一括支払信託債務に対する 

併存的債務引受 

 子会社の一括支払信託債務に対する 

併存的債務引受 

 子会社の一括支払信託債務に対する 

併存的債務引受 

 

西日本ダイケン 

プロダクツ㈱ 
2,870 百万円 

東日本ダイケン  

プロダクツ㈱ 
1,289 

 

計 4,159  

 

井波ダイケン 

プロダクツ㈱ 
3,473 百万円 

西日本ダイケン  

プロダクツ㈱ 
3,237 

 

三重ダイケン㈱ 1,662  

中部ダイケン  

プロダクツ㈱ 
627 

 

東日本ダイケン  

プロダクツ㈱ 
279 

 

計 9,278   

西日本ダイケン 

プロダクツ㈱ 
3,371 百万円 

井波ダイケン  

プロダクツ㈱ 
2,886 

 

三重ダイケン㈱ 1,480  

中部ダイケン  

プロダクツ㈱ 
887 

 

東日本ダイケン  

プロダクツ㈱ 
296 

 

計 8,920  

５ 消費税等の取扱い ５ 消費税等の取扱い ―――――― 

 

 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示している。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示している。  

   

―――――― 

 

 

 

 

 

６ 一部の取引先との決済方法を、債務につ

いては据置現金支払い（手形決済によった

場合の満期日に現金で支払う方法）にして

おり、併せてアルデバラン・ファンディン

グ・コーポレーション及び住友信託銀行へ

この債務を一括譲渡している。 

  譲渡額は「未払金」に含まれている。  

６ 一部の取引先との決済方法を、債務につ

いては据置現金支払い（手形決済によった

場合の満期日に現金で支払う方法）にして

おり、併せてアルデバラン・ファンディン

グ・コーポレーション及び住友信託銀行へ

この債務を一括譲渡している。 

  譲渡額は「未払金」に含まれている。 

 

 

 

  

未払金   

アルデバラン・ファンディ 

ング・コーポレーション 
4,816 百万円 

住友信託銀行 15,253  

 
 

未払金   

アルデバラン・ファンディ 

ング・コーポレーション 
4,409 百万円 

住友信託銀行 10,797  

７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行 12 行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結している。 

  当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりである。 

 

７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行 12 行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結している。 

  当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりである。 

 

７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行 12 行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結している。 

  当事業年度末における当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりである。 

 

 

当座貸越極度額及び貸出コミットメント 
の総額 18,200 百万円 
借入実行残高 －  

差引額 18,200   

当座貸越極度額及び貸出コミットメント 
の総額 18,200 百万円 
借入実行残高 －  

差引額 18,200   

当座貸越極度額及び貸出コミットメント 
の総額 18,200 百万円 
借入実行残高 －  

差引額 18,200  
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 注記事項 
 （中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 営業外収益のうち主要なもの １ 営業外収益のうち主要なもの １ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 294 百万円 

 

受取利息 266 百万円 

賃貸料 806   

受取利息 580 百万円 

賃貸料 1,852  

２ 営業外費用のうち主要なもの ２ 営業外費用のうち主要なもの ２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 157 百万円 

 

支払利息 123 百万円 

減価償却費 463   

支払利息 306 百万円 

減価償却費 1,137  

３ 特別利益のうち主要なもの ３ 特別利益のうち主要なもの ３ 特別利益のうち主要なもの 

 

投資有価証券売却益 1,741 百万円 

貸倒引当金戻入額 3,901  

 

土地売却益 152 百万円 

投資有価証券売却益 54  

貸倒引当金戻入額 217  

 

土地売却益 608 百万円 

投資有価証券売却益 1,815  

貸倒引当金戻入額 4,463  

適格退職年金制度  

一部終了益 
269 

 

   

４ 特別損失のうち主要なもの ４ 特別損失のうち主要なもの ４ 特別損失のうち主要なもの 

 

固定資産除却損 191 百万円 

減損損失 1,491  

棚卸損失 173  

投資有価証券評価損 30  

ゴルフ会員権売却損 1  

貸倒引当金特別  

繰入額 
162 

 

役員退職金 44  

水害損失 136  

退職給付制度一部  

終了損 
63 

 

転籍者一時金 87  

 

固定資産除却損 33 百万円 

固定資産売却損 54  

子会社株式売却損 216  

棚卸損失 13  

棚卸資産評価損 84  

役員退職金 41  

 

固定資産除却損 274 百万円 

土地売却損 332  

減損損失 1,491  

販売用土地評価損 1,526  

棚卸損失 475  

投資有価証券評価損 846  

ゴルフ会員権評価損 125  

貸倒引当金特別  

繰入額 
599 

 

役員退職金 44  

営業権償却費 400  

水害損失 136  

退職給付制度一部  

終了損 
63 

 

転籍者一時金 87  

構法変更負担金 192  

   

―――――― ―――――― 

  

５ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰

入額 125 百万円を含んでいる。 

   

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 

 

有形固定資産 1,059 百万円 

無形固定資産 88   

有形固定資産 637 百万円 

無形固定資産 84   

有形固定資産 1,781 百万円 

無形固定資産 173  
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

７ 減損損失 ―――――― ７ 減損損失 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社は、事業用資産については管理会計

上の区分を基準に、主として工場単位、遊

休資産については個別にグループ化し、減

損損失の判定を行った。その結果、以下の

資産グループにおける山林の時価が大幅

に下落し、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,491 百万

円）として特別損失に計上した。その内訳

は、構築物 13 百万円、土地 963 百万円、

山林及び植林 515 百万円である。 
 

 当社は、事業用資産については管理会計

上の区分を基準に、主として工場単位、遊

休資産については個別にグループ化し、減

損損失の判定を行った。その結果、以下の

資産グループにおける山林の時価の大幅

な下落により、帳簿価額を回収可能限度額

まで減額し、当該減少額を減損損失（1,491

百万円）として特別損失に計上した。その

内訳は、構築物 13 百万円、土地 963 百万

円、山林及び植林 515 百万円である。 

 

 

 

 
 

場所 用途 種類 

鳴門山林 山林 

（徳島県  

鳴門市）  

構築物、土

地、山林及

び植林 

 
 

場所 用途 種類 

鳴門山林 山林 

（徳島県  

鳴門市）  

構築物、土

地、山林及

び植林 

 

 

 

 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額の算定に当

たっては、第三者による鑑定評価を基に算

定している。 

 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額の算定に当

たっては、第三者による鑑定評価を基に算

定している。 
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 （重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（井波ダイケンプロダクツ㈱への営業譲渡） ―――――― ―――――― 

  

  

  

 当社は、子会社である井波ダイケンプロダ

クツ㈱との間で、平成 16 年 10 月１日をもっ

て当社の住宅機器等の製造等に関する事業

の営業譲渡を行った。   

１．譲渡した事業の規模   

  売上高 34,265 百万円    

  （平成 16 年３月期当社実績）   

２．譲渡した資産及び譲渡価額   

  現金・預金 4 百万円    

  棚卸資産 485 百万円    

  

  

 （注）井波ダイケンプロダクツ㈱は、北陸

ダイケンプロダクツ㈱が社名変更し

たものである。   

   

（中部ダイケンプロダクツ㈱への営業譲渡）   

  

  

  

 当社は、子会社である中部ダイケンプロダ

クツ㈱との間で、平成 16 年 10 月１日をもっ

て当社の木質内装建材等の製造等に関する

事業の営業譲渡を行った。   

１．譲渡した事業の規模   

  売上高 18,463 百万円    

  （平成 16 年３月期当社実績）   

２．譲渡した資産及び譲渡価額   

  現金・預金 3 百万円    

  棚卸資産 693 百万円    

   

（ニチハ㈱との事業交換）   

  

  

  

  

  

  

 当社は平成 16 年 10 月１日をもって、当社

及び当社の子会社である東日本ダイケンプ

ロダクツ㈱、㈱ダイケンコンポーネントにお

ける窯業系外装材の製造及び販売に関する

事業を、ニチハ㈱及び高萩ニチハ㈱に譲渡、

並びにニチハ㈱におけるインシュレーショ

ンボード事業を当社が譲受けた。   
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．営業譲渡した事業 ―――――― ―――――― 

 (1)譲渡した事業の規模   

  売上高 7,084 百万円    

  （平成 16 年３月期当社実績）   

 (2)譲渡した資産及び譲渡価額   

  有形固定資産 5,575 百万円    

  棚卸資産 459 百万円    

２．営業譲受した事業   

 (1)譲受した事業の規模   

  売上高 1,313 百万円    

  （平成 16 年３月期ニチハ㈱実績）   

 (2)譲受した資産及び譲受価額   

  営業権 400 百万円    

    当該費用は特別損失として計上する予

定である。   

   

（退職給付関係）   

  

  

  

  

  

 当社及び国内連結子会社（富山大建工業

㈱、ダイケンホーム㈱、西日本ダイケンプロ

ダクツ㈱及び東日本ダイケンプロダクツ㈱）

は、確定給付型の制度として、確定給付企業

年金制度、適格年金制度及び退職一時金制度

を設けている。   

  

  

 平成 16 年４月１日に厚生年金制度は、確

定給付企業年金制度へ移行し、キャッシュバ

ランスプランを導入した。   

  

  

 平成16年10月１日に適格年金制度の一部

について、確定拠出年金制度及び退職金前払

い制度の選択制に移行した。   

  

  

 これらの移行により営業費用が 108 百万

円増加し、特別利益が 252 百万円増加する予

定である。   

   

 
 
 （リース取引） 
 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

 
 
 （有価証券） 
 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

 


